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中期財政改革基本方針「内なる改革」の

H17.3.11分権行革特委具体的取組(１５～１６年度)

１．給与関係の見直し

①給与カット（率引上げかつ諸手当連動）

区 分 カット率 効果額（平年ベース）

給 料 手 当 給 料 手 当 計

部次長級 １０％ １０％

課長級 ８％ ８％ ４０億円 １９億円 ５９億円

一般職（４～７級） ６％ ６％

一般職（１～３級） ６％ ３％

（参考：知事等三役及び議員については からカット実施）H14.7.1
○特別職 … ～ ～ ( ～手当連動)H15.4.1 H16.4.1 H19.3.31 H17.4.1
○一般職 … ～ ～ ( ～率引上げ ～手当連動)H15.4.1 H16.8.1 H19.3.31 H16.8.1 H17.4.1

H15.4.1 H16.4.1 H18.3.31○議 員 … ～ ～

②手当の見直し

区 分 見直し内容 効果額（平年ベース）

寒冷地手当 円～ 円 → 廃止 ４億円14,200 97,800
農林漁業改良普及手当 １２％ → ６％ 億円0.5
退職時特別昇給 ２号 → 廃止 ２億円

時間外手当 人当たり 時間を半減 ９億円1 148
合 計 １５５億円.

③特殊勤務手当の見直し

○廃止した手当

看護業務従事手当、製材作業従事手当、金属溶解作業等従事手当、

地下タンク貯蔵所内作業従事手当、放射線取扱業務等従事手当、

特殊現場作業従事手当(製茶、ドック内、漁船検認)、業務手当(企業局）

○支給対象業務・額等を見直した手当

特殊環境施設業務従事手当(浄化センター、ダム管理所)、

特殊現場作業従事手当（企業局 、医師手当、病院業務従事手当）
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２．人員削減（Ｈ１５年４月～）

区 分 削減数 期 間 これまでの削減実績（人） 効果額

（ ）H15 H16 H17 計 平年ベース

定員削減 ５００人 ６年間 ▲ ▲ ▲ ▲ ２０億円66 75 116 257
(見込)（ ）当初 年10

嘱託削減 １００人 ― ― ― ▲ ▲ ２億円100 100
合 計 ― ― ― ― ― ２２億円

（あわせて嘱託単価の見直しを実施：Ｈ１７年４月）

３．地方機関等県立機関の見直し

①１６年４月

・肥飼料検査所の廃止

・来島県有林事務所の統合廃止

・土木事務所の事業所化（広瀬、仁多、大田、津和野）

・宍道湖西部浄化センターの統合

・斐伊川水道建設事務所の統合廃止

②１７年４月

・福祉事務所の統合（東部・雲南・簸川 → 東部福祉、県央・那賀・西部 → 西部福祉）

・保健所支所の統合・廃止（能義、大田、黒木）

・精神保健Ｃ、身体障害者更生相談所、知的障害者更生相談所を心と体の相談Ｃに統合

・地域農業普及部の統合廃止（安来、仁多、掛合、大田、津和野）

・土木建築事務所出張所の統合廃止（頓原、匹見、六日市）

・警察署の統合廃止（三成、掛合、平田、大社、温泉津）

③１８年４月予定

・総務事務所の統合

（松江・木次・出雲 → 東部県民センター、川本・浜田・益田 → 西部県民センター）

・農林振興センターの統合

（松江・木次・出雲 → 東部農林振興ｾﾝﾀｰ、川本・浜田・益田 → 西部農林振興ｾﾝﾀｰ）

・益田工業高校と益田産業高校の統合

④１９年４月予定

・県立大学と県立短期大学の統合、法人化

４．現業業務の見直し（１７年４月から１０年間）

・業務数 民間委託などにより１３業務を６業務に縮小

・職員数 ▲１９６人（ ：３１９人 → ：１２３人）H16 H27
・効 果 ▲約１０億円（人員削減効果の内数）



- 3 -

５．試験研究機関の見直し（１８年４月予定）

・１０試験研究機関及び関連する地方機関について組織統合等により再編

・１０％を超える人員削減を目指す

６．事務事業及び内部管理経費等の見直し

・職員、教職員、警察職員互助会への補助金廃止（Ｈ１７年４月）

・被服貸与の一部見直し（Ｈ１７年４月）

・公用車管理台数の縮減（Ｈ１７年４月～）

・電子システム関係経費の縮減（Ｈ１６年４月～）

・庁舎冷暖房期間の厳格化及び庁舎管理委託の複数年契約実施（Ｈ１６年４月～）

７．公の施設の指定管理者制度（Ｈ１７年４月導入）

・Ｈ１６年９月議会 公の施設設置条例の改正

・Ｈ１７年２月議会 指定管理者の指定議決（２２施設へ導入）

・導入に伴う縮減額 Ｈ１７当初予算 ▲６.９億円

８．外郭団体の見直し

【あり方の見直し】

（１ 「解散」団体〔４団体〕）

・(財)ふれあいの里奥出雲財団（Ｈ１５年度末解散）

・(財)しまね長寿社会振興財団（Ｈ１６年度末解散）

・(社)島根県観光開発公社（Ｈ１７年５月解散）

・(財)並河萬里写真財団（Ｈ１７年度中に解散）

（２ 「事務局統合」団体〔４団体〕）

・H16.4 (財)島根県障害者ｽﾎﾟｰﾂ協会と(社福)島根県社会福祉協議会

・H16.7 (特)島根県住宅供給公社と(特)島根県土地開発公社

（３）県関与を縮減する団体(県出資割合の引き下げ等)〔２団体〕

・(財)島根難病研究所 ・(財)島根県建築住宅センター

（４）今後の取組み（ 中期財政改革基本方針」目標）「

・県出資割合５０％以上の団体(現在２２団体)について団体数の３割程度の削減を目標

に団体の統廃合、県出資比率の引下げ等に取り組む
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【県の関与の縮小】

（１）人的関与

・代表者等からの退任及び県派遣・ＯＢ職員について継続見直し

①「知事・副知事・部長」が代表に就任している団体の状況

H15：２４団体 → １３団体（▲１１団体：H17年１月末現在）

②職員等の関与状況（Ｈ１７は見込み）

県職員 Ｈ１５：１３団体 ３４人 → Ｈ１７：１０団体 ２６人（▲８人）

県ＯＢ Ｈ１５：３３団体 ５３人 → Ｈ１７：３０団体 ４５人（▲８人）

（２）財政的関与

・県からの補助・委託事業費の縮減等

Ｈ１６当初予算 ▲約７億円 Ｈ１７当初予算 ▲約２２.７億円

【県の指導監督体制等の強化】

（１ 「島根県外郭団体指導監督指針」の策定〔Ｈ１５年度末策定〕）

・団体のあり方、県の財政的及び人的関与の適正化、情報公開の促進等について県の

指導監督を強化

（２）経営評価の実施〔Ｈ１６年９月議会「分権・行革特別委員会」報告〕

・ 島根県が出資する法人の健全な運営に関する条例」に基づき、２７団体について「

経営評価を実施


